
ＬＰガス料金の公表状況調査の結果 平成29年5月 
資源エネルギー庁石油流通課 調査の目的 

○ ＬＰガス販売事業者の多くは、自社の標準的な料金メニュー等を広く一般に公表していないことなどから、消費者等からＬＰガス料金
が不透明であるとの指摘を受けている。 

 

○ このため、資源エネルギー庁では、ＬＰガス料金の透明化及び取引の適正化を図るため、本年２月に「液化石油ガスの小売営業におけ
る取引適正化指針」（以下「取引適正化ガイドライン」という。）を策定し公表した。取引適正化ガイドラインにおいては、消費者等か
らの指摘を踏まえ、ＬＰガス販売事業者に対し、自社の標準的な料金メニュー等を一般に広く公表することなどを求めている。 

 

○ こうした状況を踏まえ、資源エネルギー庁では、一般財団法人エルピーガス振興センターに委託して、本年２月から３月にかけて、全
国のＬＰガス販売事業者に対しＬＰガス料金の公表状況等に関する調査を行った。 

 
○ ＬＰガス販売事業者によるＬＰガス料金の公表状況等については、今後も引き続きフォローアップ調査を行う。 
 
調査の概要 
(１) 調査対象数  １８，５６８件（液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３条に基づき登録を受けている 
                 全てのＬＰガス販売事業者） 
 

(２) 調査票回収数 １２，２２１件（回収率６５．８％） 
 

(３) 有効回答数  １２，００３件（有効回答率６４．６％） 

調査の結果 
(１) 料金を公表している事業者（3月13日時点） 
 ５，３６２件（有効回答数の４４．７％） 
  ＨＰで公表    244件（同   2.0％） 
  店頭で公表 5,118件（同42.6％） 
 

(２) 今年中（本年12月まで）公表予定の事業者 
 １，５２９件（有効回答数の１２．７％） 
 

(３) 今後１年間（来年３月まで）で公表予定の事業者 
 ２，９５６件（有効回答数の２４．６％） 
  本年７月までに公表予定  779件（同6.5％） 
  本年12月までに公表予定  750件（同6.2％） 
  来年３月までに公表予定  1,427件（同11.9％） 
 

(４) 公表済み＋公表予定の事業者【(１)＋(３)】 
 ８，３１８件（有効回答数の６９．３％） 

(１) 料金を公表している事業者 
 全国の総販売戸数の３７．６％ 
(２) 今年中（本年12月まで）に公表予定の事業者 
 全国の総販売戸数の１２．２％ 
(３) 今後１年間（来年３月まで）で公表予定の事業者 
 全国の総販売戸数の２５．３％ 
(４) 公表済み＋公表予定の事業者【(１)＋(３)】 
 全国の総販売戸数の６２．９％ 

＜販売戸数＞ 

(１) 料金を公表している事業者 
 全国の家庭用販売数量の４８．１％ 
(２) 今年中（本年12月まで）に公表予定の事業者 
 全国の家庭用販売数量の１５．６％ 
(３) 今後１年間（来年３月まで）で公表予定の事業者 
 全国の家庭用販売数量の３０．９％ 
(４) 公表済み＋公表予定の事業者【(１)＋(３)】 
 全国の家庭用販売数量の７９．０％ 

＜販売数量＞ 

販売戸数、販売数量で 
みると 

※料金を公表している事業者、今後１年間（来年３月まで）で公表予定の事業者 
 については、別添の事業者リストに掲載。 
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図表 23 経済産業省からの協力依頼文 
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図表 24 エルピーガス振興センターからの調査協力お願い文 
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２） 架電による調査のための LP ガス販売事業者リストの作成（資本金と電話番号の付与） 

郵送用に作成した LP ガス販売事業者のリストに電話番号、資本金を付与した。 

結果として、電話番号は１．５万件に付与できた。 

資本金の付与については、名簿会社が有するデータベースを活用して行った。これにより 

約６，０００件に資本金を付与できた。 

  

 図表 25 架電リストの作成手順 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新規に付与
経済産業省の名簿

郵便番号 電話番号 資本金 会社名 住所 代表者
　　　県単位

全国のLPガス
販売事業者
約2万事業者 郵便番号 電話番号 資本金 会社名 住所 代表者

　　　県単位

　　名簿会社のデータ

センター所蔵　流通・販売業経営実態調査データ
事業所名 郵便番号 住所 電話番号FAX番号

総数27,000件
・・・・・・
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〇アンケート調査の内容 
図表 22 に示したハガキ調査票の内容をフローチャート図にしたものが図表 26 である。 
ハガキのスペースに質問内容を明確にかつ簡単に記載するようにした。   
 
図表 26 アンケート調査内容のフローチャート図 

 
〇調査票の回収 
 宛先リストの作成終了後、調査票ハガキを含む関係文書を経済産業省の封筒に封入し、2 月 8 日

に投函した。 
エルピーガス振興センターに設けた専用の問合せ電話に 2 月 9 日から問合せが始まった。 
2月10日から調査票ハガキがエルピーガス振興センターに届き始めた。2月21日までは、日々1,000
～2,000 通が届いた。その後、3 桁オーダー、2 月 28 日以降は 2 桁オーダーの調査票ハガキが届い

た。 
 
架電対象事業者の選定は次の方法で行った。 
2 月 24 日までに回収した調査票ハガキの事業者を宛先リストから除いた。除いて残った宛先リス

トに記載された LP ガス販売事業者の中から資本金がより大きい LP ガス事業者 2,000 社を抽出し

た。この抽出した 2,000ＬＰガス事業者に対して架電による調査を実施した。 
 
ハガキ、FAX、架電調査データを使って集計を行い、解析を実施した。 
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図表 27 各工程の作業結果 
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